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資料１ 

 

ＶＦＭ・リスク分担ＷＧの検討状況について 

 

１．開催状況 

・第３回 ＶＦＭ・リスク分担ＷＧ 

  日 時 ： 平成２６年 ５月２０日(火) １３：３０～１４：４０ 

  場 所 ： 中央合同庁舎第４号館２階第３特別会議室 

  出席者 ： 根本委員(座長)、伊藤委員、小幡委員、宮本委員、 

        野城委員、赤羽専門委員、浅野専門委員、石川専門委員、 

        石田(直)専門委員、河端専門委員、小林専門委員、 

        財間専門委員 

  議 題 ： （１）議論の進め方について 

        （２）従来型事業（サービス購入型）について 

        （３）今後の予定（案） 

        （４）その他 

２．委員・専門委員からの意見等 
 

○第３回ＷＧにおいては、引き続き既往事例の太宗を占める「従来型事業

（サービス購入型）」について議論を実施。 

○委員・専門意見からの主な意見等は以下のとおり。 

［ＶＦＭに関するもの］ 

・ 一般にサービスの価値の向上はコスト上昇を伴うものである。ＶＦＭ

の活用は地方公共団体におけるＰＦＩ普及の追い風になる一方、ＶＦＭ

が重視されすぎると予定価格が下降し、民間がアイデアを発案するため

の原資が損なわれる可能性があるのではないか。 

 ・ ＰＦＩにより長期の契約が可能となり、その成果として毎年の契約手

続きや受注者に対する指導等の手間から解放され行政コストが低減する

という見方もあるのではないか。 

・ サービスの価値の向上を評価する際には、発注者の政策目的を明確化

する必要があるのではないか。 
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・ 評価指標を設定する際には、なぜ民間のノウハウを活用したサービス

提供を期待するのか、公共ではサービス提供ができない理由は何なのか

について議論すべきではないか。 

・ サービスの価値の向上をうまく定量化できれば、地方公共団体にとっ

て職員のマインドの向上や住民の満足度向上の面で意義があるのではな

いか。 

［リスク分担に関するもの］ 

・ リスクワークショップについては、既往の類似実績がなく定型化しが

たい案件に対して活用するべきである点に留意すべきではないか。 

・ 民間がリスクをとることが可能であるのは、予測可能でコントロール

可能な場合であり、このことは従来型事業のみならず独立採算型等の新

たな事業類型でも当てはまるのではないか。 

［その他］ 

・ 支払額削減以外のサービスの価値の向上については、次回以降の新た

な事業類型でも引き続き議論の対象とすることとし、そこで得られた知

見を従来型事業にも応用してみてはどうか。 

 


